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平成30年６月に発生した大阪北部地震により、登校中の小学生を含む５名の尊い人命が

失われました。中部地区においては、南海トラフの海溝型巨大地震や活断層地震について

は甚大な被害が予想され、その対策が急がれています。本論文においては、平成31年に改

正された住宅や建築物の耐震化の推進を目的とする「耐震改修促進法」に基づき、ブロッ

ク塀の安全対策事業を進める地方公共団体への財政支援の制度とその取り組みを紹介しま

す。  

 

キーワード：ブロック塀の耐震対策、補助制度 

 

１． ブロック塀の被害状況と緊急点検実施 

平成30年６月18日に大阪府北部を震源とするマグニ

チュード（M6.1）の地震が発生し、大阪府大阪市、高槻

市等の5市町村で震度６弱が観測されました。昨年７月

の消防庁発表によると、ブロック塀の転倒などを含め、

5名が亡くなられ、住宅被害は、全半壊２８５件、一部

損壊４１，４５９件でした。大阪府の６市町において、

府や府内の他自治体の協力を受け、地震発生翌日19日か

ら応急危険度判定を実施され、6月29日までに延べ１，

０９１人体制で計９，４５８件の判定を行い、危険

（赤）が４９３件、要注意（黄）が２，１９４件、調査

済（緑）が６，７７１件、同じく建築物の塀が危険また

は要注意と判定された件数は、危険（赤）が９９件、要

注意（黄）が４１３件でした。（表－１） 

 

図－１ 気象庁発表 震度階マップ 

 

 このうち中部地方整備局営繕部からは２班合計４名が

テックフォース隊として派遣され、茨木市内の市庁舎や

学校ブロック塀の応急危険度判定を行っています。判定

結果から得られた不適合などの事象について、営繕部と

建政部の担当者での情報交換会を行いました。 

直ちに建政部住宅整備課では、主に名古屋市内の緊急

輸送路、避難路に指定されている沿道や、木造住宅が密

集している通学路などを中心に、ブロック塀等の実態調

査を行いました。調査時期は地震発生以降、台風発生以

降、その後の延べ３０回程度に分けて実施しています。 

 その結果、①敷地の制約から必要な控え壁がないブ

ロック塀が多数あること、②ブロック塀の上部に屋根を

架け倉庫等と兼用し、長期的かつ台風などの短期的によ

り大きな荷重を受ける構造になっていること、③経年劣

化による鉄筋の爆裂、天端笠木の劣化し脱落するおそれ

があることなどが判明しました。 

 

 

表－１ 大阪府内の応急危険度判定調査結果一覧表 

 



 

 

  図－２ ブロック塀の点検のチェックポイント 

 

災害発生直後において、住宅局からは学校やそれ以外

の所有者向けの安全点検チェックポイントを提示し、特

定行政庁から所有者などに注意喚起と安全点検の実施を

要請しています。各地方公共団体では学校、公共施設を

はじめとして、通学路沿いの民間のブロック塀の診断を

行い、所有者の是正指導が行われました。（図－２） 

 

２．耐震化促進のための規制強化と取組 

 危険なブロック塀の改善のため、耐震改修促進法の枠

組みの中で地方公共団体が指定する緊急輸送路等に位置

づけられている要安全確認計画記載建築物に付属するブ

ロック塀等も 診断義務付け・公表対象とすることが、 

政令改正されました。 

 要安全確認計画記載建築物とは、道路中心線からの距

離以上の高さのある沿道建築物のことで、耐震診断義務

化対象となっております。 

 今回、政令改正により追加されたブロック塀は、道路

中心線からの１／２．５勾配以上となる、高さの塀のも

の、長さが２５ｍを超えるものとされています。ただし、

高さ０．８ｍを超える範囲で、地方公共団体が別途規定

を設ける事が可能とされています。より実情に即した運

用により、安全な避難路となるよう説明、計画策定を指

導しているところです。 

 

 

図－３ 緊急輸送道路等の避難路沿道建築物 

 

図－４ 耐震診断義務付対象となる塀のイメージ 

 



 

 

 図－５ ブロック塀等の安全確保に関する事業 

３．安全性確保のための財政支援 

 改修促進法で診断義務化を進める一方、補助制度の見

直しが行われております。以前は、住宅・建築物安全ス

トック形成事業（防災・安全交付金）の効果促進事業

だった制度を、基幹事業として創設しています。また、 

 

 

耐震診断、除却・建て替え・改修メニューも揃え、補助

限度額を合計８０，０００円／ｍとしました。なお、通

常の工事の場合では、国費１／３、地方１／３、民間１ 

／３としていますが、診断義務化の工事の場合では、国

費２／５、地方２／５、民間１／５としています。 

 具体的な補助対象のイメージですが、避難路と広場な

図－６ 避難路沿道のブロック塀補助対象イメージ図 



 

 

どの避難地周囲のブロック塀が補助対象となります。 

転倒による避難通行者などへの危険性がない、敷地内の

ブロック塀は対象外となります。 

なお、学校施設は文部科学省での補助対象事業で、改修

工事が進められています。 

４．地方公共団体との連携と取り組み事例 

これらの制度・施策に対し各地方公共団体が具体的な

仕組みを構築し、住民や団体・企業へ様々な方法で伝

達・宣伝して申請者を募り、工夫しながら耐震化の促進 

を図っています。しかし、各地域で事情が異なる反面、

共通する部分や応用できる部分も多く存在します。そこ

で、建政部では、平成25年の耐震改修促進法の改正以降、

制度の最新情報や、各地方公共団体の事業状況等の情報

を共有し、効率的に耐震化の促進が図られるための情報

交換の場として、中部地方の４県（岐阜県、静岡県、愛

知県、三重県）及び政令指定都市（静岡市、浜松市、名

古屋市）を対象として「耐震関係ブロック会議」を平成

25年から5年間で計17回実施してきました。 

ブロック塀補助制度の創設や拡充に関しては、各自治

体毎に事情が異なることから、全体会議では共通する課

題の整理や情報共有を図り、分科会にて先導的な事業執

行における問題点の整理を行い、その後の対応状況を各

県政令市に更なる情報のフィードバックを行っています。 

上記の耐震関係ブロック会議は年２回の開催に加え、要

望意見交換会や質問に応えることで、補助制度の実務上

の課題を一つ一つ整理を行いました。 

 各市町村におけるブロック塀補助制度は年度当初と比

較して１．７倍（１２３市町村）拡充し、全体の７５％

に達しました。 

H30/4 H30/11 H31/1
市町村
（県を含）

岐阜県 5 20 24 43

静岡県 36 36 36 36

愛知県 22 49 49 55

三重県 6 12 14 30

合計 69 117 123 164
 

表－２ 各市町村ブロック塀補助制度 創設状況 

 

具体的な取り組みとして、名古屋市では市の広報誌や

主要新聞広告欄にブロック塀の安全確認の呼びかけ及び

市の撤去助成制度に関する記事を掲載するとともに、チ

ラシの全戸回覧を実施するなど、市民への周知活動をき

め細かく実施しています。また住宅都市局、区役所、学

校教職員が連携し、全学区の通学路を中心に、道路に面

するブロック塀の所有者等に直接注意喚起するとともに

助成制度を案内しています。 

 

 

図－７ 名古屋市 ブロック塀点検・補助 広報 

静岡市では、平成３１年度からの新たなモデル事業概

要として、行政と建築関係団体が連携し、ブロック塀を

所有する住民に向け、ブロック塀の安全確保等について

意識啓発活動を行い、危険なブロック塀等については補

助制度の活用を促し、ブロック塀の撤去促進、また地域

で実施した安全確保の取組について検証を行い、市内全

域の安全確保のための効果的な手法を検討するなど、総

合的なモデル事業が行われる予定です。 

①行政、専門家（大学教授等の有識者）、地域住民、

学校、建築関係団体（静岡県建築士会、大工組合、

エクステリア協会等）と連携しブロック塀等の安全

確保等について意識啓発のための個別訪問の実施 

②ブロック塀の安全確保に係る啓発チラシの作成 

③地域の安全確保に係る講演会開催 

④危険なブロック塀等の撤去・改善補助金の支援 

⑤取組による成果を市全域へ周知 

５．更なる安全性確保について 

中部管内の実態調査によると、危険なブロック塀等は

過去に建設されたものだけではなく、現在建設中の施設

でも危険なブロック塀などがあります。 

そこで、建築基準法や建築士法の違反事案に関する建築

安全行政担当者会議においてもブロック塀の議題を取り

上げることで、情報共有や課題の整理を行っています。 

多くの戸建て住宅を審査している整備局指定の指定確

認検査機関への立入調査においては、通常の住宅性能評

価や構造適合性判定を行うだけではなく、ブロック塀や

ブロック積みの土留め壁などについての図面検査も実施

しました。特に機関担当者へのヒアリングを行い、塀や

土留め壁などについてどの程度審査しているかを確認し、

留意すべき点や不適合となりやすい具体例を用いて、情

報共有、指導を行いました。そうすることで、既存のブ

ロック塀だけではなく、現在進行している事業における

安全安心対策を進めました。 

最後になりましたが、本研究をまとめるにあたり、各

関係機関の方にはご協力、ご助言をいただき、誌面を借

りて厚く御礼申し上げます。また、過去の地震で被害に

遭われた方の御冥福を祈ると共に、安全安心な地域づく

りに寄与できるよう、関係機関とより一層取り組んで参

りたいと思います。 
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